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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１面及び該第１面に対向する第２面を有する平板状の第１の部材と、
　第３面及び該第３面に対向する第４面を有する平板状の第２の部材と、
　前記第１面が前記第３面に対向する第１の状態と前記第２面が前記第４面に対向する第
２の状態との間で前記第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように、前記
第１及び第２の部材を連結し、各々前記第１の部材を回転可能に支持する互いに平行な２
軸からなる連結手段と、
　前記第２の部材に設けられたスイッチ手段と、
　前記第１の部材に設けられた、前記第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を
維持するためのフック機構であるフック部材と、
　前記第２の部材に設けられた、前記フック部材が係合すべき係合部とを有し、
　前記スイッチ手段は前記フック部材の動きに連動して信号のオン／オフを行うと共に、
　前記フック機構は、前記第１の部材内でスライド可能に設けられるスライダを有し、
　前記フック部材は前記スライダに対して概ね９０°の範囲で回転可能に設けられ、前記
フック部材は概ね直交するように配置される第１の爪部及び第２の爪部を有し、
　それにより、前記第１の状態では前記第１の爪部が前記係合部に係合すると共に前記第
２の爪部が前記第１の部材内に位置することができ、前記第２の状態では、前記第２の爪
部が前記係合部に係合すると共に前記第１の爪部が前記第１の部材内に位置することがで
きる情報処理装置。
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【請求項２】
　請求項１に記載の情報処理装置であって、
　前記第１の部材は、前記フック部材をその回転方向に付勢するスプリングを更に有して
いる情報処理装置。
【請求項３】
　第１面及び該第１面に対向する第２面を有する平板状の第１の部材と、
　第３面及び該第３面に対向する第４面を有する平板状の第２の部材と、
　前記第１面が前記第３面に対向する第１の状態と前記第２面が前記第４面に対向する第
２の状態との間で前記第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように、前記
第１及び第２の部材を連結する連結機構と、
　前記第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を維持するための係合機構と、
　前記係合機構の動作に応じて信号を出力する出力手段とを有し、
　前記係合機構は、前記第１の部材に位置する係合部と、前記第２の部材に位置する被係
合部とからなり、
　前記係合部は第１の係合部材及び第２の係合部材を有し、
　該係合部は、前記第１の係合部材が前記第１面の側に位置する第３の状態と、前記第２
の係合部材が前記第２面の側に位置する第４の状態に変位可能であることを特徴とする電
子機器。
【請求項４】
　前記係合部が前記第３の状態になるように前記係合部を付勢する付勢部を有する請求項
３に記載の電子機器。
【請求項５】
　前記第１の係合部材及び前記第２の係合部材は概ね互いに直交するように配置され、前
記係合部は概ね９０°の範囲で回転可能な請求項３に記載の電子機器。
【請求項６】
　前記係合部をその回転方向に付勢する付勢部材を有する請求項５に記載の電子機器。
【請求項７】
　前記係合部はフック部材であり、前記第１の係合部材及び前記第２の係合部材はそれぞ
れ第１の爪部及び第２の爪部である請求項３に記載の電子機器。
【請求項８】
　前記被係合部は、前記第２の部材に設けられた、前記フック部材が係合する穴部である
ことを特徴とする請求項７に記載の電子機器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は携帯に適する情報処理装置又は電子機器の改良に関する。
【０００２】
【従来の技術】
携帯に適する情報処理装置として、第１の部材（例えば表示ユニットを有するカバー）と
、第２の部材（例えばキーボードユニットを有する装置本体）と、第１及び第２の部材を
連結する連結部材とを備えた装置が知られている。第１の部材が第２の部材に対して閉じ
た状態は、その装置の持ち運びに際してのキーボードユニット及び表示ユニットの保護に
適しており、第１の部材が第２の部材に対して開いた状態は、キーボードユニット及び／
又は表示ユニットを用いたその装置の使用に適している。
【０００３】
このような装置に適用可能な従来の単純なフック機構としては、第１及び第２の部材の一
方に変位可能なフック部材を設け、他方にフック部材が係合すべき穴を形成したものが知
られている。第１の部材を第２の部材に対して閉じた状態でフック部材を穴に係合させる
ことによりその閉じた状態が維持されるので、その装置の持ち運びが容易になり、また、
フック部材の穴への係合を解除することにより、第１の部材を第２の部材に対して開くこ
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とができる。
【０００４】
近年においては、スタイラス（尖筆）を用いて入力を行うことができる情報処理装置が実
用化されている。その装置では、表示ユニットの表面に透明なタッチパネルが設けられて
おり、スタイラスの先端をタッチパネルに接触させることにより、入力が行われあるいは
キーボード入力が補助される。
【０００５】
スタイラスで入力を行う他の方式として、電磁誘導方式のデジタイザを用いる場合もある
。この場合は、磁気を感知する電磁誘導方式のデジタイザをＬＣＤ（液晶ディスプレイ）
の下に配置しておく構成が採られる。そして、ＬＣＤ上又はＬＣＤを保護する透明板の上
に、スタイラスが接触したときに、スタイラスが磁気を発する構成を採る。前記デジタイ
ザがスタイラスから発生する磁気を検出することを利用して、座標入力を行う。
【０００６】
スタイラスだけを用いて入力を行う場合、表示ユニットを有する第１の部材が第２の部材
に対して開いていると、入力をし辛いことがある。そこで、第１の部材が第１面及び第２
面を有しており、表示ユニットが第１面に設けられている場合には、第１面が第２の部材
に対向する第１の状態と第２面が第２の部材に対向する第２の状態とが得られると便利で
ある。即ち、第１及び第２の状態共に第１の部材は第２の部材に対して閉じており、第２
の状態では表示ユニットがその装置の外に向いているので、タッチパネル及びスタイラス
を用いた入力が容易になる。
【０００７】
第１及び第２の状態を得るために、第１及び第２の部材を連結する連結部材が改良され得
る。改良された連結部材は、各々第１の部材を回転可能に支持する互いに平行な２軸を含
み、あるいは、各々第１の部材を回転可能に支持する互いに直交する２軸を含む。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、前述したような、第２の部材に対して第１の部材が開閉可能である情報処理装
置においては、使用者の動作の簡素化等を目的として、第１の部材の第２の部材に対する
開閉動作に連動して信号のオン／オフが行われることがある。例えば、表示ユニット用の
バックライトが第１の部材に設けられている場合には、第１の部材を第２の部材に対して
開いたときに自動的にバックライトのための信号がオンにされ、第１の部材を第２の部材
に対して閉じたときには自動的にバックライトのための信号がオフにされる。
【０００９】
このような開閉動作に連動したスイッチングを可能にするための従来技術としては、第２
の部材の第１の部材に対向する面に形成された小穴に出没自在に設けられたスイッチ片を
有するスイッチ機構が知られている。スイッチ片は第１の部材の外側に向けて付勢されて
おり、第１の部材の開閉動作に連動してスイッチ片が出没することにより、バックライト
用の信号等がオン／オフされる。
【００１０】
しかし、このような従来のスイッチ機構による場合、使用者が誤ってスイッチ片を押し込
んだ場合、あるいは、第１の部材を第２の部材に対して開いた状態で且つスイッチ片を下
に向けて装置をテーブル等の平坦面上に載置した場合、スイッチ機構が誤動作することが
あるという問題があった。
【００１１】
よって、本発明の目的は、スイッチングの誤動作を防止した携帯に適する情報処理装置又
は電子機器を提供することである。
【００１２】
本発明の他の目的は以下の説明から明らかになる。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
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　本発明によると、第１面及び該第１面に対向する第２面を有する平板状の第１の部材と
、第３面及び該第３面に対向する第４面を有する平板状の第２の部材と、前記第１面が前
記第３面に対向する第１の状態と前記第２面が前記第４面に対向する第２の状態との間で
前記第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように、前記第１及び第２の部
材を連結し、各々前記第１の部材を回転可能に支持する互いに平行な２軸からなる連結手
段と、前記第２の部材に設けられたスイッチ手段と、前記第１の部材に設けられた、前記
第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を維持するためのフック機構であるフッ
ク部材と、前記第２の部材に設けられた、前記フック部材が係合すべき係合部とを有し、
前記スイッチ手段は前記フック部材の動きに連動して信号のオン／オフを行うと共に、前
記フック機構は、前記第１の部材内でスライド可能に設けられるスライダを有し、前記フ
ック部材は前記スライダに対して概ね９０°の範囲で回転可能に設けられ、前記フック部
材は概ね直交するように配置される第１の爪部及び第２の爪部を有し、それにより、前記
第１の状態では前記第１の爪部が前記係合部に係合すると共に前記第２の爪部が前記第１
の部材内に位置することができ、前記第２の状態では、前記第２の爪部が前記係合部に係
合すると共に前記第１の爪部が前記第１の部材内に位置することができる情報処理装置が
提供される。
【００１４】
　本発明による情報処理装置では、第１の部材が第２の部材に対して閉じた状態を維持す
るための係合動作に応じて信号が出力されるので、使用者が係合機構によらずにスイッチ
手段を動作させることが困難となり、従来のような誤動作が無くなる。
【００１５】
　第１面及び該第１面に対向する第２面を有する平板状の第１の部材と、第３面及び該第
３面に対向する第４面を有する平板状の第２の部材と、前記第１面が前記第３面に対向す
る第１の状態と前記第２面が前記第４面に対向する第２の状態との間で前記第１及び第２
の部材が相対的に変位することができるように、前記第１及び第２の部材を連結する連結
機構と、前記第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を維持するための係合機構
と、前記係合機構の動作に応じて信号を出力する出力手段とを有し、前記係合機構は、前
記第１の部材に位置する係合部と、前記第２の部材に位置する被係合部とからなり、前記
係合部は第１の係合部材及び第２の係合部材を有し、該係合部は、前記第１の係合部材が
前記第１面の側に位置する第３の状態と、前記第２の係合部材が前記第２面の側に位置す
る第４の状態に変位可能であることを特徴とする電子機器が提供される。
【００１６】
　本発明による電子機器では、第１の部材が第２の部材に対して閉じた状態を維持するた
めの係合動作に応じて信号が出力されるので、使用者が係合機構によらずに出力手段を動
作させることが困難となり、従来のような誤動作が無くなる。
【００１７】
【発明の実施の形態】
以下、添付図面を参照して本発明の望ましい実施の形態を詳細に説明する。
【００１８】
図１乃至図３の各々は本発明による情報処理装置の実施形態を示す斜視図である。この装
置は、ラップトップ型、ノートブック型、その他の携帯型の情報処理装置（パーソナルコ
ンピュータ、ワードプロセッサ等）であり得る。この装置は、装置本体（第２の部材に対
応）２と、カバー（第１の部材に対応）４と、装置本体２及びカバー４が相対的に変位す
ることができるようにこれらを連結する連結機構を構成する連結部材６とを備えている。
【００１９】
装置本体２は、装置本体２の上面２Ａ及び下面２Ｂをそれぞれ提供するための上ハウジン
グ８及び下ハウジング１０を含む。上ハウジング８には、データの入力等に供されるキー
ボードユニット１２が設けられている。即ち、装置本体２はその上面２Ａにキーボードユ
ニット１２を有している。キーボードユニット１２はこの装置の入力部又は入力装置を構
成する。
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【００２０】
尚、“上”及び“下”の語は、図１に示される装置の状態に従って定義される。
【００２１】
カバー４は、カバー４の上面４Ａ及び下面４Ｂをそれぞれ提供するための上ハウジング１
４及び下ハウジング１６を含む。カバー４の下ハウジング１６には、表示及びスタイラス
入力に供される表示ユニット１８が設けられている。即ち、カバー４は、その下面４Ｂに
表示ユニット１８を有している。表示ユニット１８は、例えば、ＬＣＤ（液晶ディスプレ
イ）パネルと、ＬＣＤパネル上に設けられる透明なタッチパネルとを有している。表示ユ
ニット１８は、この装置の表示部、表示装置又はタッチ入力装置を構成する。
【００２２】
更には、スタイラスで入力を行う他の方式として、電磁誘導方式のデジタイザを用いる方
法を採っても良い。この場合は、磁気を感知する電磁誘導方式のデジタイザをＬＣＤの下
に配置しておく構成が採られる。そして、ＬＣＤ上又はＬＣＤを保護する透明板の上に、
スタイラスが接触したときに、スタイラスが磁気を発する構成を採る。前記デジタイザが
スタイラスから発生する磁気を検出することを利用して、座標入力を行う。
【００２３】
カバー４が装置本体２に対して閉じた状態を解除可能に維持するために、カバー４は、係
合機構を構成するフック機構２０を有している。装置本体２及びカバー４の各々は概ね四
角平板状であり、フック機構２０はカバー４の連結部材６とは反対の側の縁部に位置して
いる。フック機構２０の位置をそのように設定しているのは、カバー４が装置本体２に対
して閉じた状態を維持するために必要とされる、フック機構２０に作用する力を最小限に
抑えるためである。フック機構２０の構成及び動作の詳細については後述する。
【００２４】
この実施形態では、図４に良く示されるように、連結部材６は、各々カバー４を装置本体
２に対して回転可能に支持するための互いに平行な２つの軸２２及び２４を有するように
、簡単に構成され得る。具体的には、軸２２により連結部材６が装置本体２に対して概ね
１８０°の範囲内で回転可能であり、軸２４によりカバー４は連結部材６に対して概ね１
８０°の範囲内で回転可能である。その結果、カバー４は装置本体２に対して概ね３６０
°の範囲で回転可能である。軸２２及び２４の各々は、カバー４及び装置本体２を回転可
能に支持している。
【００２５】
このような連結部材６の採用により、図１に示されるようにカバー４の下面４Ｂが装置本
体２に対向してカバー４が装置本体２に対して閉じた状態である第１の状態と、図３に示
されるようにカバー４の上面４Ａが装置本体２に対向してカバー４が装置本体２に対して
閉じた状態である第２の状態との間で、装置本体２及びカバー４が相対的に変位すること
ができる。
【００２６】
図１に示される第１の状態では、カバー４の下面４Ｂが装置本体２の上面２Ａに対向し、
図３に示される第２の状態では、カバー４の上面４Ａが装置本体２の下面２Ｂに対向する
。
【００２７】
従って、第１の状態では、キーボードユニット１２及び表示ユニット１８は装置本体２及
びカバー４間に閉じ込められるので、キーボードユニット１２及び表示ユニット１８の保
護が可能になる。
【００２８】
また、第２の状態では、キーボードユニット１２及び表示ユニット１８がこの装置の外に
向くので、例えば装置本体２を下にしてこの装置を手に持ちあるいは机の上に載置するこ
とによって、表示ユニット１８は上を向くことになり、表示ユニット１８を見ながらのス
タイラスによる入力が容易である。
【００２９】
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更に、装置本体２及びカバー４の各々と連結部材６との間の回転運動に対して適切な摩擦
を与えることによって、図２に示されるように、第１及び第２の状態の間でカバー４を装
置本体２に対して開いた状態でこれらを維持することができるので、表示ユニット１８を
見ながらのキーボードユニット１２による入力が容易になる。図２に示される状態で、表
示ユニット１８を用いてスタイラスによる入力を行っても良い。
【００３０】
図示はしないが、図１に示される第１の状態からカバー４を概ね１８０°回転させて、キ
ーボードユニット１２及び表示ユニット１８が上を向いた状態でこの装置を使用してもよ
い。
【００３１】
図５の（Ａ）は図１における５Ａ－５Ａ線に沿ったフック機構２０の断面図、図５の（Ｂ
）は図３における５Ｂ－５Ｂ線に沿ったフック機構２０の断面図、図６はフック機構２０
の主要部を示す分解斜視図である。
【００３２】
図６に良く示されるように、フック機構２０は、スライダ２６と、スライダ２６に対して
概ね９０°の範囲で回転可能に設けられる係合部としてのフック部材２８とを含む。スラ
イダ２６は、その上部及び底部が開放された箱型のフレーム３０と、フレーム３０の長手
方向の両端から互いに反対の向きにそれぞれ突出する比較的短いスライディングシャフト
３２及び比較的長いスライディングシャフト３４とを有している。フレーム３０の一方の
側部にはスライドボタン３６が設けられている。
【００３３】
フック部材２８は、概ね直交するように配置される第１の係合部材としての第１の爪部３
８及び第２の係合部材としての第２の爪部４０を有している。爪部３８及び４０は実質的
に互いに鏡像の関係にある。フック部材２８は、更に、フック部材２８の回転中心となる
シャフト４２と、シャフト４２の近傍に形成される突起４６とを有している。
【００３４】
フック部材２８は、その一方の側でシャフト４２を囲むようにスプリング４４を装着され
、シャフト４２の両端をフレーム３０に形成された一対の穴３０Ａ及び３０Ｂに挿入する
ことで、スライダ２６に装着される。スプリング４４は付勢部又は付勢部材を構成する。
【００３５】
フレーム３０の内側には、フック部材２８の回転可能な範囲を概ね９０°に制限するため
のストッパ４８が形成されている。スプリング４４の一端４４Ａはフック部材２８の突起
４６に当接しており、スプリング４４の他端４４Ｂは、フレーム３０の内側に形成された
図示しない段差に当接している。スプリング４４は、その一端４４Ａ及び他端４４Ｂのな
す角度を大きくしようとする弾性復元力によって、第１の爪部３８の背中がストッパ４８
に当接する方向にフック部材２８を付勢している。
【００３６】
長い方のスライディングシャフト３４にはコイルスプリング５０が装着される。
【００３７】
図５の（Ａ）に良く示されるように、カバー４の下ハウジング１６には、カバー４内に突
出する２つのスライダ受け部５２及び５４が形成されている。スライダ２６のスライディ
ングシャフト３２及び３４は、それぞれ、スライダ受け部５２及び５４によりスライド可
能に支持されている。従って、スライダ２６は、カバー４内でスライド可能である。コイ
ルスプリング５０は、スライダ受け部５４とスライダ２６のフレーム３０との間に介在し
ており、従って、コイルスプリング５０は、スライダ受け部５４からスライダ受け部５２
へ向かう方向にスライダ２６を付勢している。
【００３８】
カバー４の上ハウジング１４は、フック部材２８の第２の爪部４０がカバー４の上面４Ａ
から突出することができるように、開口１４Ａを有している。カバー４の下ハウジング１
６は、フック部材２８の第１の爪部３８がカバー４の下面４Ｂから突出することができる
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ように、開口１６Ａを有してる。下ハウジング１６における開口１６Ａの周囲の部分は下
に向けて滑らかに湾曲しており、それにより、第１の状態において装置本体２とカバー４
との間に予め定められた間隔が得られている。
【００３９】
装置本体２の上ハウジング８は、フック部材２８の第１の爪部３８が係合すべき被係合部
としての穴部又は穴８Ａを有している。装置本体２の下ハウジング１０は、フック部材２
８の第２の爪部４０が係合すべき被係合部としての穴部又は穴１０Ａを有している。
【００４０】
スライドボタン３６は、例えば図１に示されるように、カバー４の外側に向けられている
。スライドボタン３６は、カバー４の図示しない開口を介してカバー４の内側のスライダ
２６に連結されている。従って、スライドボタン３６を動かすことによって、コイルスプ
リング５０の付勢力に抗してスライダ２６を図５の（Ａ）において左から右に向けて動か
すことができる。
【００４１】
図２に示される状態から図１に示される第１の状態にするときのフック機構２０の動作を
詳細に説明する。図２に示される状態では、スプリング４４の付勢力により、フック部材
２８の第１の爪部３８の背中がストッパ４８に押し付けられているので、第１の爪部３８
は、開口１６Ａを介してカバー４の下面４Ｂから突出している。このとき、フック部材２
８の第２の爪部４０はカバー４内に位置している。
【００４２】
この状態から図１に示される第１の状態に向けてカバー４を装置本体２に閉じていくと、
第１の爪部３８の外側のテーパが開口８Ａに形成されたテーパに当接し、テーパ同士の摺
動によりフック部材２８に加わる力の向きが変換され、カバー４を装置本体２に対して閉
じようとする力によってコイルスプリング５０が僅かに縮む。その後、第１の爪部３８の
先端が開口８Ａのテーパの先端を通過すると、コイルスプリング５０の縮みが開放され、
図５の（Ａ）に示されるように、第１の爪部３８の内側の水平面が開口８Ａの近くで装置
本体２の上ハウジング８の内面に係止する。このようにしてフック部材２８が開口８Ａに
係合すると、図１に示される第１の状態が維持される。
【００４３】
図１に示される第１の状態から図２に示される状態にする場合には、スライドボタン３６
を用いてスライダ２６をスライドされてコイルスプリング５０を縮ませる。そうすると、
第１の爪部３８の開口８Ａへの係合が解除され、第１の爪部３８は開口８Ａ内を通過する
ことができる。
【００４４】
次に、図２に示される状態から図３に示される第２の状態にするときのフック部材２０の
動作を説明する。図２に示される状態では、スプリング４４の付勢力により第１の爪部３
８の背中がストッパ４８に当接しており、フック部材２８は安定している。スプリング４
４の付勢力に抗する力を指により第１の爪部３８に加えると、第２の爪部４０の背中がス
トッパ４８に当接するまでフック部材２８を回転させることができる。即ち、フック部材
２８は図５の（Ａ）に示される状態から時計周りに９０°回転する。フック部材２８の回
転の結果、第１の爪部３８はカバー４内に位置し、第２の爪部４０がカバー４の上面４Ａ
から開口１４Ａを介して突出することになる。
【００４５】
従って、指により開口１６Ａを塞ぐようにしてこの状態を維持しながら、図３に示される
第２の状態に向けてカバー４を装置本体２に対して閉じて行くと、図５の（Ｂ）に示され
るように、第１の状態を得る場合と同じようにして、第２の爪部４０を装置本体２の下ハ
ウジング１０の開口１０Ａに係合させることができる。従って、フック機構２０により、
図３に示される第２の状態を維持することができる。
【００４６】
図３に示される第２の状態から図２に示される状態にする場合には、スライドボタン３６
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を動かすことによりスライダ２６をスライドさせてコイルスプリング５０を縮ませる。そ
うすると、フック部材２８の第２の爪部４０が開口１０Ａを通過することができるように
なるので、カバー４を開けることができる。このとき、カバー４が装置本体２から離れる
と、スプリング４４の付勢力が開放されるので、フック部材２８は自動的に９０°回転し
て図２に示される安定な状態に戻る。
【００４７】
この実施形態において、スプリング４４を用いてフック部材２８を図２に示されるように
安定させているのは、通常、図２に示される状態から図１に示される第１の状態に向けて
カバー４を閉じる動作の方が、図２に示される状態から図３に示される第２の状態に向け
てカバー４を閉じる動作よりも圧倒的に多く行われ、図２に示されるようなフック部材２
８の安定位置が前者の動作に対して有利だからである。
【００４８】
図１に示される第１の状態を維持することができ、且つ、図３に示される第２の状態を維
持することができるようにするために、前述したような従来の単純なフック機構を採用す
ることが提案されるかも知れない。しかし、この場合、第１の状態を維持するために１つ
のフック機構が必要であり、第２の状態を維持するためにもう１つのフック機構が必要に
なるので、構成が複雑になる。そればかりでなく、第１の状態においては第２の状態を維
持するためのフック機構が邪魔になり、第２の状態においては第１の状態を維持するため
のフック機構が邪魔になるので、装置の操作性が悪くなると共に装置の見栄えが悪くなる
。
【００４９】
これに対して、本実施形態においてカバー４に設けられたフック機構２０では、カバー４
の上面４Ａ及び下面４Ｂのいずれか一方から選択的にフック部材２８が突出することがで
きるように、フック部材２８は第１の爪部３８と第２の爪部４０とを有しているので、第
１及び第２の状態の各々においてフック機構２０を動作させることによって、第１及び第
２の状態のいずれにあってもフック部材２８が装置の外に突出することがなく、装置の操
作性が向上すると共に装置の見栄えが良くなる。
【００５０】
また、フック機構２０を用いて第１及び第２の状態の各々を維持することによって、装置
の持ち運びが便利になる。
【００５１】
更に、フック機構２０を用いて図３に示される第２の状態を維持することにより、図３の
状態で装置を手に持ちあるいは装置を机の上に載置して表示ユニット１８及びスタイラス
を用いて入力を行う場合に、装置の形態の安定性が増し、操作性が向上する。
【００５２】
また、単一部材であるフック部材２８を第１及び第２の状態を維持するために兼用してい
るので、前述したような従来の単純なフック機構を２つ用いる場合と比較して、装置の構
成が簡単になる。
【００５３】
また、フック機構２０を用いて第１及び第２の状態の各々を維持しているときには、フッ
ク部材２８は装置の外側に突出しないので、安全性が確保される。
【００５４】
また、フック部材２８の回転を戻すためにスプリング４４を採用しているので、図２に示
されるようなフック部材２８が待機しているべき位置にフック部材２８を自動的に戻すこ
とができ、操作性が向上すると共に安全性が増す。
【００５５】
この実施形態では、装置本体２に対するカバー４の開閉動作に連動して信号のオン／オフ
を行うために、スイッチ機構ＳＭが採用されている。スイッチ機構ＳＭは、スイッチング
の誤動作を防止するために、装置本体２の内部に設けられている。
【００５６】
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このスイッチ機構ＳＭは、係合機構の動作に応じた信号を出力する出力手段として動作す
る。又、スイッチ機構ＳＭは、出力手段の１例である。
【００５７】
特にこの実施形態では、図５の（Ａ）に示される第１の状態とそれ以外の状態とに信号の
オン／オフを対応させるために、スイッチ機構ＳＭは装置本体２の上ハウジング８の内面
で穴８Ａの近傍に設けられている。スイッチ機構ＳＭを穴８Ａの近傍に設けているのは、
フック部材２８のスライド動作による力をスイッチ機構ＳＭに作用させるためである。即
ち、この実施形態では、穴８Ａへのフック部材２８（第１の爪部３８）の挿入方向と概ね
垂直な方向にフック部材２８をスライド可能に支持するためのスライダ２６が用いられて
いるので、スライダ２６と共に移動するフック部材２８のスライド動作による力によって
、スイッチ機構ＳＭを動作させているのである。
【００５８】
スイッチ機構ＳＭによりオン／オフされる信号は、表示部又は表示装置の制御のための信
号、例えば、表示ユニット１８のためのバックライトのオン／オフを行うための信号、こ
の装置の主電源のオン／オフを行うための信号、あるいはサスペンド・レジュームのため
の信号であり得る。スイッチ機構ＳＭは、電力の供給を直接制御するためのスイッチを含
んでいてもよいし、図示しないＣＰＵ（中央演算ユニット）に関連する小信号を制御する
ためのスイッチを含んでいてもよい。
【００５９】
図７の（Ａ）及び（Ｂ）を参照すると、本発明に適用可能なスイッチ機構（又は、出力手
段）の第１実施形態が示されている。図７の（Ａ）は図５の（Ａ）に示される断面に対応
しており、図７の（Ａ）にはスイッチ機構ＳＭの具体的構成が示されている。また、図７
の（Ｂ）は、スライドボタン３６（図１等を参照）を用いてフック部材２８を図７の（Ａ
）中で右方向にスライドさせた状態を示している。
【００６０】
スイッチ機構ＳＭ（又は、出力手段）は、オン／オフを決定するために変位可能なスイッ
チ片５６Ａを有するスイッチ又はスイッチエレメント５６と、フック部材２８のスライド
動作による力をスイッチ片５６Ａへ伝達するための可動部材５８とを含んでいる。スイッ
チエレメント５６は市販されているマイクロスイッチにより提供され得る。スイッチ片５
６Ａは、スイッチエレメント５６内に設けられる図示しないスプリングによって、それ自
身が突出する方向に付勢されている。
【００６１】
特にこの実施形態では、図７の（Ａ）に示されるようにスイッチ片５６Ａが押し込まれて
いるときにスイッチエレメント５６はオフになり、図７の（Ｂ）に示されるようにスイッ
チ片５６Ａが突出しているときにスイッチエレメント５６はオンになる。
【００６２】
可動部材５８は、図７の（Ａ）及び（Ｂ）の各々に垂直な方向に長い弾性変形可能なプレ
ートにより提供され、可動部材５８の奥側の端部は装置本体２に対して固定されている。
従って、可動部材５８の手前側の端部は図７の（Ａ）及び（Ｂ）の各々において左右方向
に変位可能である。
【００６３】
この実施形態において可動部材５８を用いているのは、フック部材２８の第１の爪部３８
の鋭利な先端をスイッチ片５６Ａに適合させるためである。即ち、図７の（Ａ）に示され
るように、フック部材２８の第１の爪部３８が穴８Ａに係合して第１の状態が維持されて
いるときには、フック部材２８のスライド動作による力、例えばコイルスプリング５０が
伸びようとする力は可動部材５８を介してスイッチ片５６Ａに伝達され、スイッチ片５６
Ａが押し込まれることにより、スイッチエレメント５６はオフになっている。
【００６４】
また、図７の（Ｂ）に示されるように、スライドボタン３６によりフック部材２８が図中
の右方向にスライドさせられた場合、あるいは図２及び図３に示されるように第１の状態
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以外の状態が得られている場合には、可動部材５８及びスイッチ片５６Ａに対するフック
部材２８の制限がなくなるので、スイッチ片５６Ａは突出し、スイッチエレメント５６は
オンになる。
【００６５】
図８は、本発明による情報処理装置に適用可能なハードウェア構成を示すブロック図であ
る。このブロック図により、ＬＣＤのバックライトを制御する実施の形態を説明する。
【００６６】
図中、２０１はＣＰＵ、２０２はＬＣＤコントローラ、２０３はＲＡＭ（ランダムアクセ
スメモリ）、２０４はＲＯＭ（リードオンリメモリ）、２０５はシステムバス、１２はキ
ーボードユニット、１８１はタッチパネル、２０６はメインスイッチ、２０７はトランジ
スタ、５６はスイッチである。キーボードユニット１２、スイッチ５６、表示ユニット（
ＬＣＤ）１８は、図１乃至図７のそれと同一のものを指す。タッチパネル１８１は、表示
ユニット１８の表面を覆う態様で設けられる透明電極から構成されるものである。図８で
は透明電極のタッチパネルを採用したが、電磁誘導方式のデジタイザでも良いことは前述
した通りである。
【００６７】
ＣＰＵ２０１は、ＲＡＭ２０３又はＲＯＭ２０４に格納されたプログラムを実行するもの
である。メインスイッチ２０６は装置のメイン電源である。
【００６８】
ＬＣＤコントローラ２０２は表示ユニット１８の表示、バックライトのＯＮ／ＯＦＦ（オ
ン／オフ）等を制御する。バックライト信号２０８が、トランジスタ２０７を通じてＬＣ
Ｄコントローラ２０２に入力される。上記信号がＯＮの時は、ＬＣＤコントローラ２０２
は、表示ユニット１８のバックライトを点けている。通常このバックライト信号２０８は
ＯＮである（ＯＦＦになる場合は後述する）。スイッチ５６は、フック部材２８で押され
ていない時に、トランジスタ２０７のゲートをオープンするように電圧をかけるようにし
ておく。又、スイッチ５６が、フック部材２８で押された時に、トランジスタ２０７を閉
じるようにしておく。そのようにすれば、通常ＯＮとなっているバックライト信号２０８
が、フック部材２８がスイッチ５６を押した時に、遮断されてＯＦＦとなり、ＬＣＤコン
トローラ２０２は、ＬＣＤのバックライト信号をＯＦＦにする。さて、バックライト信号
２０８自体がＯＦＦされる例としては、サスペンド・レジュームやタイマによるＯＦＦ（
一定時間経過したら省電力の為にＯＦＦする）の場合がある。この場合は、図示しないが
、ＣＰＵ２０１や他のプロセッサがバックライト信号２０８をＯＦＦする。
【００６９】
図９は他のハードウェア構成図である。図８と同じ番号のものは、図８と同じものである
。図９では、スイッチ５６は、システムバス２０５に繋がる。ＲＯＭ２０４には、図１０
のフローチャートの動作を行うためのソフトウェアが格納され、ＣＰＵ２０１で実行され
る。
【００７０】
図１０は、図９のこの実施形態におけるスイッチ機構ＳＭ（又は、出力手段）による制御
動作のフローチャートの一例を示している。図１０の動作はＲＯＭ２０４に格納されたプ
ログラムに対応する。ステップ１０１において主電源（スイッチ２０６）がオンになると
、ステップ１０２に進み、スイッチ機構ＳＭのサブルーチンがスタートする。続いてステ
ップ１０３では、スイッチ５６がオンであるか否か（フックが穴に入っているか否か）が
判断される。
【００７１】
スイッチ５６がオンである場合には、ステップ１０４に進み、スイッチ５６がオンである
旨を表す制御信号がＣＰＵ２０１に取り込まれる。そして、ステップ１０５において、Ｃ
ＰＵ２０１からの指示に基づき特定の信号（例えばＬＣＤコントローラ２０２にバックラ
イトのオフを指示する信号）のオン／オフが実行された後、ステップ１０６にてその他の
処理が実行されてステップ１０２に戻る。
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【００７２】
ステップ１０３でスイッチ５６がオフであると判断された場合には、ステップ１０４及び
１０５をジャンプしてステップ１０６に進む。
【００７３】
このように本実施形態によると、フック部材２８の動きに連動してスイッチ機構ＳＭが信
号のオン／オフを行うようにしているので、例えば、図１に示される第１の状態では自動
的にバックライトをオフすることができ、また、図２に示される状態あるいは図３に示さ
れる第２の状態においては自動的にバックライトをオンにすることができるので、装置の
操作性が向上すると共に消費電力を抑えることができる。
【００７４】
本発明による電子機器では、フック部材２８と穴８Ａからなる係合機構の動作に応じて、
出力手段であるスイッチ機構ＳＭが信号を出力する。よって、使用者が係合機構によらず
に出力手段を動作させることが困難であるので、従来のような誤動作が無くなる。
【００７５】
また、故意による場合及び異物の侵入等の不可避な異常事態である場合を除き使用者はフ
ック部材２８を用いることなしにスイッチ機構ＳＭを動作させることはできないので、ス
イッチングの誤動作が防止される。
【００７６】
従来、図１１に示されるように、装置本体２の上面２Ａに小穴６０を形成しておき、小穴
６０に対して出没自在に設けられるスイッチ片６２を有するスイッチング機構が採用され
ることがあったことは前述した通りである。この種の従来のスイッチ機構にあっては、使
用者がスイッチ片６２に直接触れることができるので、カバー４の装置本体２に対する開
閉動作に関係なく使用者はスイッチ機構を動作させることができ、スイッチングの誤動作
の恐れがあった。
【００７７】
また、図３に示されるような第２の状態において、装置本体２の上面２Ａを下に向けて装
置を机等の平坦面上に載置して表示ユニット１８及びスタイラスを用いて入力を行おうと
する場合、装置の重みによりスイッチ片６２が押し込まれ、例えば、表示ユニット１８の
ためのバックライトが不所望にオフになってしまうこともあった。
【００７８】
これに対して、この実施形態では、スイッチ機構ＳＭは完全に装置本体２の内部に設けら
れており、前述したようにスイッチングの誤動作が防止されているので、従来のスイッチ
機構による不都合がなくなる。
【００７９】
以上、表示ユニット１８のＯＮ／ＯＦＦをコントロールする場合を例にあげたが、周知の
サスペンド（レジューム）に適用してもよい。サスペンドは一時中断、レジュームは中断
した作業の再開のことであるが、パソコンでは、サスペンド（レジューム）とは、メモリ
以外のデバイスへの電力供給をカット、あるいはごく小さくする機構を言う。即ち、パソ
コンを動作状態のまま、サスペンド（一時中断）させる。既存のノート型（又は携帯型）
パソコンでは、ディスプレイを閉じた時に、自動的にサスペンド状態になる機構が一般的
に用いられている。既存の装置では、ディスプレイが閉じたことは、図１１の構成で検出
され、サスペンド状態に遷移する。本発明では、ディスプレイが閉じたことをスイッチ機
構ＳＭで検出し、サスペンド状態に遷移するようにすることが可能である。また、閉じた
状態で且つサスペンドされた状態から、表示ユニット１８が開かれた時に、スイッチ機構
ＳＭで開かれたことを検出し、レジュームすることが可能である。この実施の形態によれ
ば、図１１の場合と異なり、図３に示される第２の状態において、サスペンド状態に遷移
することはない。
【００８０】
図１２の（Ａ）及び（Ｂ）は本発明に適用可能なスイッチ機構（又は、出力手段）の第２
実施形態を示す断面図である。ここでは、穴８Ａへのフック部材２８の挿入動作に連動し
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て信号のオン／オフを行うために、スイッチ５６の位置及び向きが変更されている。スイ
ッチ５６は装置本体２の内部に設けられているプリント配線板６４上に固定され、スイッ
チ片５６Ａが装置本体２の上ハウジング８の方を向くようにされている。
【００８１】
そして、穴８Ａへのフック部材２８の第１の爪部３８の挿入動作による力をスイッチ片５
６Ａに伝達するために、可動部材５８′が装置本体２の上ハウジング８の内面に固定され
ている。具体的には、可動部材５８′は、第１の状態におけるフック部材２８とスイッチ
片５６Ａとの位置関係に適合するように適切に折り曲げられたプレート状であり、その一
端か上ハウジング８の内面に固定され他端はフック部材２８に当接可能にされている。
【００８２】
図１２の（Ａ）に示されるように、第１の状態では、フック部材２８の第１の爪部３８が
穴８Ａを介して可動部材５８′を装置本体２の内部に向けて押し込んでおり、このとき可
動部材５８′によってスイッチ片５６Ａは押し込まれ、スイッチ５６はオフになっている
。
【００８３】
図１２の（Ｂ）に示されるように、例えばカバー４を開いて第１の状態以外の状態が得ら
れるようにすると、スイッチ片５６Ａ及び可動部材５８′に対するフック部材２８の制限
がなくなるので、可動部材５８′はそれ自身の弾性復元力によって上ハウジング８に向か
う方向に変形して、スイッチ片５６Ａは突出し、スイッチ５６がオンになる。
【００８４】
本発明による電子機器では、フック部材２８と穴８Ａからなる係合機構の動作に応じて、
出力手段であるスイッチ機構ＳＭが信号を出力する。よって、使用者が係合機構によらず
に出力手段を動作させることが困難であるので、従来のような誤動作が無くなる。
【００８５】
また、このように本実施形態によっても、スイッチ機構は完全に装置本体２の内部に設け
られているので、スイッチングの誤動作が防止される。他の技術的効果については第１実
施形態と同様であるのでその説明を省略する。
【００８６】
図１３の（Ａ）及び（Ｂ）は本発明に適用可能なスイッチ機構（又は、出力手段）の第３
実施形態を示す断面図である。ここでは、スイッチ機構は、穴８Ａから装置本体２の内部
に挿入されたフック部材２８（第１の爪部３８）の有無を検知するために、光学センサ６
６が採用されている。具体的には、プリント配線板６４上で、挿入されたフック部材２８
を臨む位置に光学センサ６６が設けられている。
【００８７】
光学センサ６６は、例えば、光を放射するための光源と、放射された光のうちフック部材
２８で反射（例えば乱反射）した光の量を検出するための受光素子とを備えており、反射
光量の大小により、挿入されたフック部材２８の有無を検知する。
【００８８】
検知感度を高めるために、フック部材２８の第１の爪部３８の表面に、放射された光に対
する反射率が高い材質をコーティングしておいても良い。
【００８９】
この実施形態によると、装置本体２の内部に設けられた光学センサ６６により、挿入され
たフック部材２８の有無を検知するようにしているので、スイッチングの誤動作を防止す
ることができる。また、フック部材２８の有無を検知するために機械的手段が不要である
ので、信号のオン／オフの信頼性が高まる。
【００９０】
ここでは、フック部材２８の有無を検知するために光学センサ６６を用いているが、光に
代えてその他の電磁波を用いたセンサも採用可能である。
【００９１】
以上説明した実施形態では、図１に示される第１の状態と図３に示される第２の状態の双
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方を維持するための特定構成のフック機構２０が採用されている装置に本発明で特徴的な
スイッチ機構（又は、出力手段）が適用されているが、そのようなフック機構２０が採用
されていない装置にも本発明を適用可能である。
【００９２】
図１４の（Ａ）及び（Ｂ）は本発明による情報処理装置の他の実施形態の主要部を示す断
面図である。図１４の（Ａ）及び（Ｂ）はそれぞれ図７の（Ａ）及び（Ｂ）に対応してい
る。
【００９３】
ここでは、単純なスライダ２６′が用いられており、係合部としてのフック部材２８′は
スライダ２６′と一体的に設けられている。フック部材２８′はスライダ２６′から下方
向に突出しており、従って、フック部材２８′はこれまでの実施形態における第１の爪部
３８に対応している。
【００９４】
このようなフック機構又は係合機構に適合するために、変更された上ハウジング１４′を
有するカバー４′と変更された下ハウジング１０′を有する装置本体２′が用いられてい
る。即ち、ハウジング１０′及び１４′の各々はフック部材２８′のための穴を有してい
ない。
【００９５】
このようなフック機構又は係合機構を用いることによって、図１に示されるような第１の
状態を解除可能に維持することができる。
【００９６】
穴８Ａへのフック部材２８′の挿入方向と概ね垂直な方向にフック部材２８′をスライド
可能に支持するためのスライダ２６′が用いられているので、フック部材２８′のスライ
ド動作に連動して信号のオン／オフを行うために、第１実施形態と同様のスイッチ５６（
又は、出力手段５６）及び可動部材５８が用いられている。
【００９７】
ここでは、スイッチ５６は装置本体２′内に設けられるプリント配線板６４に固定されて
いる。スイッチ５６をプリント配線板６４に固定することによって、スイッチ５６を上ハ
ウジング８の内面に固定する場合と比較してスイッチ５６のための電気的な配線が容易に
なる。
【００９８】
本発明による電子機器では、フック部材２８’と穴８Ａからなる係合機構の動作に応じて
、出力手段であるスイッチ機構ＳＭが信号を出力する。よって、使用者が係合機構によら
ずに出力手段を動作させることが困難であるので、従来のような誤動作が無くなる。
【００９９】
この実施形態によっても、スイッチ機構が完全に装置本体２′の内部に収容されているの
で、スイッチングの誤動作が防止される。
【０１００】
以上説明した実施形態では、図１に示される第１の状態と図３に示される第２の状態とを
得ることができる特定の装置に本発明が適用されているが、本発明はこれに限定されるも
のではない。例えば、図４に示されるような連結部材６を用いずに、単一の軸によりカバ
ーを装置本体に連結し、概ね１８０°の範囲内でカバーを装置本体に対して回動させるこ
とができるように構成された情報処理装置に本発明を適用してもよい。
【０１０１】
尚、図１乃至１０、図１２乃至１４の実施の態様では、表示ユニット１８（カバー４）側
にスライダ２６、フック部材２８等のフック機構２０に関する部材を設け、キーボードユ
ニット１２（装置本体２）側にスイッチ機構ＳＭ等のスイッチ（又は、出力手段）に関連
する部材とフック部材２８が係合すべき穴８Ａ等の係合部又は被係合部とを設けた。しか
し、本発明はその逆の適用も可能である。即ち、表示ユニット１８（カバー４）側にスイ
ッチ機構ＳＭ等のスイッチ（又は、出力手段）に関連する部材とフック部材２８が係合す
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べき穴８Ａ等の係合部又は被係合部を設け、キーボードユニット１２（装置本体２）側に
スライダ２６、フック部材２８等のフック機構２０に関する部材を設ける変更も可能であ
る。これについては図示しないが、図１乃至図１０、図１２乃至図１４のスイッチ機構Ｓ
Ｍとフック機構２０を、図上で入れ換えたものが相当する。
【０１０２】
また、フック部材２８が係合すべき係合部又は被係合部として穴を例示したが、突起、凹
凸、輪等の他の形状を有する係合部又は被係合部も採用可能である。
【０１０３】
尚、本実施の形態では、情報処理装置を例に説明したが、本発明は、いわゆるコンピュー
タと称されるもののみならず、ＰＤＡ（ｐｅｒｓｏｎａｌ　ｄｉｇｉｔａｌ　ａｓｓｉｓ
ｔａｎｃｅ，携帯情報端末）や電子手帳等の実質的に何らかの情報を処理する装置に適用
可能である。また、それらの装置は、本発明の情報処理装置の一部を構成することもある
。更に、情報処理機能を持つ他の装置も除外されるものではなく、本発明及び本実施の形
態での情報処理装置の一部を構成する。また更に、情報処理装置に限定されるものでなく
、他の電子機器への適用も本発明及び本実施の形態は含む。
【０１０４】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によると、スイッチングの誤動作を防止した情報処理装置又
は電子機器の提供が可能になるという効果が生じる。本発明の特定の実施形態による効果
については以上説明した通りであるのでその説明を省略する。
【０１０５】
以上の説明に関して更に以下の項を開示する。
【０１０６】
（１）第１及び第２の部材と、
該第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように該第１及び第２の部材を連
結する連結手段と、
上記第２の部材の内部に設けられたスイッチ手段とを備え、
上記第２の部材は穴を有しており、
上記第１の部材は、上記第１の部材が上記第２の部材に対して閉じた状態を維持するため
のフック機構であって、上記穴に係合すべきフック部材を含むフック機構を有しており、
上記スイッチ手段は上記フック部材の動きに連動して信号のオン／オフを行う情報処理装
置。
【０１０７】
（２）第１項に記載の装置であって、
上記フック機構は、上記穴への上記フック部材の挿入方向と概ね垂直な方向に上記フック
部材をスライド可能に支持するためのスライダを更に含み、
上記スイッチ手段はそのオン／オフを決定するために変位可能なスイッチ片を有しており
、
上記フック部材のスライド動作による力を上記スイッチ片へ伝達するための可動部材を更
に備えた装置。
【０１０８】
（３）第１項に記載の装置であって、
上記スイッチ手段はそのオン／オフを決定するために変位可能なスイッチ片を有しており
、
上記フック部材の上記穴への挿入動作による力を上記スイッチ片へ伝達するための可動部
材を更に備えた装置。
【０１０９】
（４）第１項に記載の装置であって、
上記スイッチ手段は上記穴から上記第２の部材の内部に挿入された上記フック部材の有無
を検知するための手段を含む装置。
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【０１１０】
（５）第４項に記載の装置であって、
上記検知するための手段は光学手段からなる装置。
【０１１１】
（６）第１項に記載の装置であって、
上記第１及び第２の部材は、該第１及び第２の部材を閉じたときに互いに対向する表示ユ
ニット及びキーボードユニットをそれぞれ有している装置。
【０１１２】
（７）第１項に記載の装置であって、
上記第１の部材は第１面及び第２面を有し、
上記第２の部材は第３面及び第４面を有し、
上記穴は上記第３面及び上記第４面の各々に設けられており、
上記連結手段は、上記第１面が上記第３面に対向する第１の状態と上記第２面が上記第４
面に対向する第２の状態との間で上記第１及び第２の部材が相対的に変位することができ
るように、各々上記第１の部材を回転可能に支持する互いに平行な２軸を含む装置。
【０１１３】
（８）第７項に記載の装置であって、
上記第１の部材は上記第１面に表示ユニットを有し、
上記第２の部材は上記第３面にキーボードユニットを有し、
それにより、上記第１の状態では上記表示ユニット及び上記キーボードユニットが上記第
１及び第２の部材間に閉じ込められ、上記第２の状態では上記表示ユニット及び上記キー
ボードユニットがそれぞれ上記装置の外に向く装置。
【０１１４】
（９）第７項に記載の装置であって、
上記フック機構は、上記第１の部材内でスライド可能に設けられるスライダを更に有し、
上記フック部材は上記スライダに対して概ね９０°の範囲で回転可能に設けられ、
上記フック部材は概ね直交するように配置される第１の爪部及び第２の爪部を有し、
それにより、上記第１の状態では上記第１の爪部が上記穴に係合すると共に上記第２の爪
部が上記第１の部材内に位置することができ、上記第２の状態では、上記第２の爪部が上
記穴に係合すると共に上記第１の爪部が上記第１の部材内に位置することができる装置。
【０１１５】
（１０）第９項に記載の装置であって、
上記第１の部材は、上記フック部材をその回転方向に付勢するスプリングを更に有してい
る装置。
【０１１６】
（１１）表示ユニットを有する第１の部材と、
キーボードユニットを有する第２の部材と、
該第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように該第１及び第２の部材を連
結し、前記表示ユニットと前記キーボードユニットが互いに対向する態様で前記第１及び
第２の部材を閉じることが可能な連結手段と、
前記第２の部材に設けられたスイッチ手段とを備え、
前記第１の部材は、前記第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を維持するため
のフック機構であるフック部材を有し、
前記第２の部材は前記フック部材が係合すべき係合部を有し、
前記スイッチ手段は前記フック部材の動きに連動して信号のオン／オフを行う情報処理装
置。
【０１１７】
（１２）キーボードユニットを有する第１の部材と、
表示ユニットを有する第２の部材と、
該第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように該第１及び第２の部材を連
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結し、前記表示ユニットと前記キーボードユニットが互いに対向する態様で前記第１及び
第２の部材を閉じることが可能な連結手段と、
前記第２の部材に設けられたスイッチ手段とを備え、
前記第１の部材は、前記第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を維持するため
のフック機構であるフック部材を有し、
前記第２の部材は前記フック部材が係合すべき係合部を有し、
前記スイッチ手段は前記フック部材の動きに連動して信号のオン／オフを行う情報処理装
置。
【０１１８】
（１３）第１１項又は第１２項に記載の情報処理装置であって、
前記信号により前記表示ユニットの表示制御又は／及びサスペンド、レジューム機能の制
御を行う情報処理装置。
【０１１９】
（１４）第１１項乃至第１３項のいずれかに記載の情報処理装置であって、
前記係合部は穴を有し、
前記フック機構は、前記穴への前記フック部材の挿入方向と概ね垂直な方向に前記フック
部材をスライド可能に支持するためのスライダを含み、
前記スイッチ手段はそのオン／オフを決定するために変位可能なスイッチ片を有しており
、
前記フック部材のスライド動作による力を前記スイッチ片へ伝達するための可動部材を更
に備えた情報処理装置。
【０１２０】
（１５）第１１項乃至第１３項のいずれかに記載の情報処理装置であって、
前記係合部は穴を有し、
前記スイッチ手段はそのオン／オフを決定するために変位可能なスイッチ片を有しており
、
前記フック部材の前記穴への挿入動作による力を前記スイッチ片へ伝達するための可動部
材を更に備えた情報処理装置。
【０１２１】
（１６）第１１項乃至第１３項のいずれかに記載の情報処理装置であって、
前記係合部は穴を有し、
前記スイッチ手段は前記穴から前記第２の部材の内部に挿入された前記フック部材の有無
を検知するための手段を含む情報処理装置。
【０１２２】
（１７）第１６項に記載の情報処理装置であって、
前記検知するための手段は光学手段からなる情報処理装置。
【０１２３】
（１８）第１面及び第２面を有する第１の部材と、
第３面及び第４面を有する第２の部材と、
前記第１面が前記第３面に対向する第１の状態と前記第２面が前記第４面に対向する第２
の状態との間で前記第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように、前記第
１及び第２の部材を連結し、各々前記第１の部材を回転可能に支持する互いに平行な２軸
からなる連結手段と、
前記第２の部材に設けられたスイッチ手段と、
前記第１の部材に設けられた、前記第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を維
持するためのフック機構であるフック部材と、
前記第２の部材に設けられた、前記フック部材が係合すべき係合部とを有しており、
前記スイッチ手段は前記フック部材の動きに連動して信号のオン／オフを行う情報処理装
置。
【０１２４】
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（１９）第１８項に記載の情報処理装置であって、
前記装置は、前記第１の部材が前記第１面に表示ユニットを有し前記第２の部材が前記第
３面にキーボードユニットを有する装置、又は、前記第１の部材が前記第１面にキーボー
ドユニットを有し前記第２の部材が前記第３面に表示ユニットを有する装置のいずれかで
あって、
それにより、前記第１の状態では前記表示ユニット及び前記キーボードユニットが前記第
１及び第２の部材間に閉じ込められ、前記第２の状態では前記表示ユニット及び前記キー
ボードユニットがそれぞれ前記装置の外に向く情報処理装置。
【０１２５】
（２０）第１８項又は第１９項に記載の情報処理装置であって、
前記信号により、前記表示ユニットの制御又は／及びサスペンド、レジューム機能の制御
を行う情報処理装置。
【０１２６】
（２１）第１８項に記載の情報処理装置であって、
前記フック機構は、前記第１の部材内でスライド可能に設けられるスライダを有し、
前記フック部材は前記スライダに対して概ね９０°の範囲で回転可能に設けられ、前記フ
ック部材は概ね直交するように配置される第１の爪部及び第２の爪部を有し、
それにより、前記第１の状態では前記第１の爪部が前記係合部に係合すると共に前記第２
の爪部が前記第１の部材内に位置することができ、前記第２の状態では、前記第２の爪部
が前記係合部に係合すると共に前記第１の爪部が前記第１の部材内に位置することができ
る情報処理装置。
【０１２７】
（２２）第２１項に記載の情報処理装置であって、
前記第１の部材は、前記フック部材をその回転方向に付勢するスプリングを更に有してい
る情報処理装置。
【０１２８】
（２３）　表示部を有する第１の部材と、
入力部を有する第２の部材と、
該第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように該第１及び第２の部材を連
結し、前記表示部と前記入力部が互いに対向する態様で前記第１及び第２の部材を閉じる
ことが可能な連結機構と、
前記第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を維持するための係合機構と、
前記係合機構の動作に応じて信号を出力するスイッチとを有する電子機器。
【０１２９】
（２４）　前記信号により前記表示部の表示制御又は／及びサスペンド・レジューム機能
の制御を行なう第２３項に記載の電子機器。
【０１３０】
（２５）　前記係合機構は、前記第１の部材又は前記第２の部材に位置する係合部と、前
記第２の部材又は前記第１の部材に位置する被係合部とからなる第２３項又は第２４項に
記載の電子機器。
【０１３１】
（２６）　前記スイッチは前記係合部の動作に関連して前記信号を出力する第２５項に記
載の電子機器。
【０１３２】
（２７）　前記スイッチは前記被係合部の側に設けられる第２６項に記載の電子機器。
【０１３３】
（２８）　前記係合部はフック部材であり、前記被係合部は前記フック部材が係合する被
係合部である第２５項乃至第２７項のいずれか１項に記載の電子機器。
【０１３４】
（２９）　第１面及び第２面を有する第１の部材と、
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第３面及び第４面を有する第２の部材と、
前記第１面が前記第３面に対向する第１の状態と前記第２面が前記第４面に対向する第２
の状態との間で前記第１及び第２の部材が相対的に変位することができるように、前記第
１及び第２の部材を連結する連結機構と、
前記第１の部材が前記第２の部材に対して閉じた状態を維持するための係合機構と、
前記係合機構の動作に応じて信号を出力するスイッチとを有する電子機器。
【０１３５】
（３０）　前記第１の部材は前記第１面に表示部を有し、前記第１の部材は前記第３面に
入力部を有し、前記第１の状態では前記表示部と前記入力部が対向し、前記第２の状態で
は前記表示部と前記入力部がそれぞれ前記機器の外に向く第２９項に記載の電子機器。
【０１３６】
（３１）　前記信号により前記表示部の制御又は／及びサスペンド・レジューム機能の制
御を行なう第３０項に記載の電子機器。
【０１３７】
（３２）　前記係合機構は、前記第１の部材に位置する係合部と、前記第２の部材に位置
する被係合部とからなる第２９項乃至第３１項のいずれか１項に記載の電子機器。
【０１３８】
（３３）　前記スイッチは前記係合部の動作に関連して前記信号を出力する第３２項に記
載の電子機器。
【０１３９】
（３４）　前記スイッチは前記第２の部材に設けられる第３３項に記載の電子機器。
【０１４０】
（３５）　前記係合部は前記第１面及び前記第２面のいずれか一方向に選択的に機能する
係合部である第３２項に記載の電子機器。
【０１４１】
（３６）　前記係合部は第１の係合部材及び第２の係合部材を有し、
前記係合部は、前記第１の係合部材が前記第１面の側に位置する第３の状態と、前記第２
の係合部材が前記第２面の側に位置する第４の状態に変位可能な第３２項に記載の電子機
器。
【０１４２】
（３７）　前記係合部が前記第３の状態になるように前記係合部を付勢する付勢部を有す
る第３６項に記載の電子機器。
【０１４３】
（３８）　前記第１の係合部材及び前記第２の係合部材は概ね互いに直交するように配置
され、前記係合部は概ね９０°の範囲で回転可能な第３６項に記載の電子機器。
【０１４４】
（３９）　前記係合部をその回転方向に付勢する付勢部材を有する第３８項に記載の電子
機器。
【０１４５】
（４０）　前記連結機構は、各々前記第１の部材と前記第２の部材を回転可能に支持する
２軸を有する第２９項乃至第３９項のいずれ１項に記載の電子機器。
【０１４６】
（４１）　前記第１面に表示装置を有する第２９項に記載の電子機器。
【０１４７】
（４２）　前記第３面に入力装置を有する第２９項に記載の電子機器。
【０１４８】
（４３）　前記第１面にタッチ入力装置を有する第２９項に記載の電子機器。
【０１４９】
（４４）　前記係合部はフック部材であり、前記第１の係合部材及び前記第２の係合部材
はそれぞれ第１の爪部及び第２の爪部である第３６項に記載の電子機器。
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【０１５０】
（４５）　前記被係合部は、前記第２の部材に設けられた、前記フック部材が係合する穴
部である第４４項に記載の電子機器。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は本発明による情報処理装置の実施形態における第１の状態を示す斜視図で
ある。
【図２】図２は本発明による情報処理装置の実施形態における第１及び第２の状態の間の
状態を示す斜視図である。
【図３】図３は本発明による情報処理装置の実施形態における第２の状態を示す斜視図で
ある。
【図４】図４は本発明に適用可能な連結部材の平面図である。
【図５】図５の（Ａ）は図１の５Ａ－５Ａ線に沿ったフック機構の断面図、図５の（Ｂ）
は図３の５Ｂ－５Ｂ線に沿ったフック機構の断面図である。
【図６】図６はフック機構の主要部を示す分解斜視図である。
【図７】図７の（Ａ）及び（Ｂ）は本発明に適用可能なスイッチ機構の第１実施形態を示
す断面図である。
【図８】図８は本発明による情報処理装置に適用可能なハードウェア構成を示すブロック
図である。
【図９】図９は本発明による情報処理装置に適用可能な他のハードウェア構成を示すブロ
ック図である。
【図１０】図１０はスイッチ機構による制御動作のフローチャートの例を示す図である。
【図１１】図１１は従来のスイッチ機構の一例を示す斜視図である。
【図１２】図１２の（Ａ）及び（Ｂ）は本発明に適用可能なスイッチ機構の第２実施形態
を示す断面図である。
【図１３】図１３の（Ａ）及び（Ｂ）は本発明に適用可能なスイッチ機構の第３実施形態
を示す断面図である。
【図１４】図１４の（Ａ）及び（Ｂ）は本発明による情報処理装置の他の実施形態の主要
部を示す断面図である。
【符号の説明】
２　装置本体
４　カバー
６　連結部材
１２　キーボードユニット
１８　表示ユニット
２０　フック機構
２６，２６′　スライダ
２８，２８′　フック部材
ＳＭ　スイッチ機構
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【図１１】 【図１２】
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